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　▼…スリッパに履き替えて上がる役所

は、さすがに見かけなくなった。ある町

の役場は、いつの間にかホテルと見まご

う豪華庁舎に変わっていた。しかし、来

客用のスリッパは用意してある。未舗装

道路がまだ残っているから、雨の日は床

の清掃が大変なのだという。町長室のふ

かふかの絨毯を見ると、確かに長靴の町

民に「さあさ、どうぞ」とは行かない。

　▼…自治体の借金財政がクローズアッ

プされた昨今、庁舎改築を言い出すのは

相当に勇気がいる。「リストラ無縁の高給

取り」と職員に対する住民の視線も厳し

くなっているからなおさらだ。そんな中、

宮城県中部にある富谷町は今秋、総事業

費30億円を投じて新庁舎建設に着手する

ことになった。

オンボロ役場に名町長あり
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　▼…現庁舎を建てた70年当時は人口が

5千人、職員は30人足らず。それが人口

4万人近いベッドタウンに急成長した。

職員は 280人に。改築はやむを得ない状

況だが、町は「勤倹貯蓄」を合言葉に20

年がかりで建設基金を造成した。建設計

画は、町民72人を含む百人委員会が主導

した、いわば住民参加型の庁舎づくり。

　▼…設計コンペの審査では、建築の専

門知識の集中学習も積んだとか。設計図

を見ると、情報公開や住民同士の交流に

スペースを割き、なるほど「シビックセ

ンター」と呼ぶだけある。「ＰＦＩ方式で

なんとかならんか」と考えている首長さ

んには参考になりそうだが、やはり「優

先度」が問題。それに不思議と、光って

いるまちほど、庁舎はオンボロだ。（梶）



XXTTpressNNee 212212--

webwebwebwebweb版版版版版 URL    http://www.com212.comURL    http://www.com212.comURL    http://www.com212.comURL    http://www.com212.comURL    http://www.com212.com

2 8

　■地元大学が総合計画策定に参画　群馬県の板倉町は、2002年度からスタートする第 4次総合

計画の策定作業に、住民や地元の東洋大学の地域政策の研究陣らの参加を求めることになった。大

学側は 21人の教授、講師で地域政策研究会を組織し、都市基盤、生活環境、産業振興、教育・文

化、福祉、行財政の6部会で研究を深めながら、審議会や原案作成に当たる。また、昨年暮れに発

足した、行政区長や公募による町民ら94人で組織するまちづくり推進会議は、地区別懇談会など

を通じて住民の意見を集約する。（2001/1/10）

　■総合計画に市民の声反映　市民参加による第3次総合計画づくりを進める兵庫県の三田市は、

募集した市民の声62件を冊子にまとめ、市内公共施設の情報コーナーや市のホームページで紹介

している。4月から「10年後はこんなまちに」「まちの問題点」などをテーマに、はがきやファク

ス、電子メールなどで受け付けている。将来の高齢化への不安やごみ・環境対策を求める意見が目

立った。（2000/7/6）

　■まちづくり提言目指し市民ワークショップ　2002年度からスタートする福島県の会津若松市

の新長期総合計画に市民の声を反映させることを目指した市民ワークショップの報告会が、市民約

40人が参加して開かれた。くらし・環境、医療福祉、産業経済、都市基盤、教育文化、行政運営

－の６部会に分かれて議論し、各部会ごとに具体的施策をまとめた。（2000/11/5）

　■新総合計画づくりに市民100人ワークショップ　佐賀市は２００１年度から１０年間の第４次

新総合計画を策定するため、市民１００人によるワークショップを設置し、まちづくりの提言を素

案に反映することとした。ワークショップのメンバーはボランティアで、自主的運営により「都市」

「人」「環境」「福祉」「産業」の５分科会に分かれて、市の将来像について意見を出し合う。市は、

市内に在住するか通勤・通学する１８歳以上（高校生を除く）を対象に２月に参加希望者を公募す

る。（2000/1/24）

　■公募の市民まじえまちづくり検討会議開催　三重県の尾鷲市は、2002年度に策定予定の第5次

総合計画に住民の声を反映るため、第1回の「尾鷲市まちづくり検討会議」を開催した。メンバー

は、昨年末に市民から公募した30人と、市職員、学識経験者らで構成、6月まで毎月会合を開き、

委員の意見を集約した上で提出する。（2001/1/28）

計画づくりに地域の知恵を結集する

　地方分権を推進する上で、地方自治体が自己決定と自己責任の原則に立って

まちづくりを進めることが大きな課題とされています。全国の自治体では、住

民と市町村との緊密な信頼関係と協働による「住民参加型まちづくり」の取り

組みが活発化しています。その具体的例を、地域メディア研究所の公式サイト

com212.comの自治体情報から検索・ピックアップしました。
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「住民参加型まちづくり」のためのヒント集
com212.com自治体情報から
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　■町民投票制盛り込んだまちづくり条例　北海道のニセコ町は、住民参加と、町民と町の情報共

有を柱とした「まちづくり基本条例」案を議会に提出した。町民投票制度や 20歳以下でもまちづ

くりへの参加権利を明記。町民投票は、地方自治法に基づく直接請求の手続きを経なくても、町に

かかわる重要事項について、町民の意思を確認するため実施できる、としている。（2000/12/19）

　■住民参加と情報公開定めた「村の憲法」　北海道の猿払村は、住民参加の推進を柱に据えた「ま

ちづくり理念条例」と「村民参加条例」を制定、4月1日から施行する。「理念条例」はまちづくり

の住民参加と情報公開を定めた「村の憲法」として性格を持ち、「参加条例」では会議の原則公開

や重要な課題についての村民投票の実施を定めている。（2001/3/23）

　■町長発議で住民投票も　長崎県の小長井町の定例町議会は、町政の重要施策について必要に応

じ町長発議で住民投票を実施できる条項を盛り込んだ「町づくり町民参加条例」案を全会一致で可

決した。住民投票のテーマや内容の決定も町長の権限として認め、同市より首長の権限を強化した

形となった。同条例で町長が住民投票を発議した場合、実施手続きについては別に条例で定めると

しており、同手続きは議会の承認が必要となる。（2000/3/13）

　■重要問題は市民が直接審判　群馬県の伊勢崎市の矢内一雄市長は、市民参加型の市政実現を目

指し、市民が政策の立案、決定に直接携わる「伊勢崎２１市民会議」を設置する考えを明らかにし

た。会議のメンバーは公募による幅広い市民参加を求める。また、市政に関わる重要問題について

は市民が直接審判を下す住民投票条例を制定する考えも示した。 （2001/3/12）

　■「住民参加と協働」目指し行革計画　岩手県の矢巾町は、2001年度から向こう５カ年にわた

る第３次行政改革の大綱と実施計画をまとめた。住民の視点に立った行政サービスの向上、住民と

行政の協働による住民自治推進、効率的で健全な行財政運営、地方分権に対応した組織と人材の育

成、を重点事項としている。実施計画では、ＩＳＯの認証取得、バランスシートの導入、町民が利

用しやすい窓口体制などを目指す。（2001/2/22）

　■広報広聴機能強化で自治振興推進室を新設　岩手県の藤沢町は、地方分権時代に対応した機構

改革の一環として、4月1日付で住民主体の町づくりを進めるための「自治振興推進室」を新設し

た。室長以下 7人体制で、広報公聴活動を主体とする「情報」はじめ、「研修・学習」「消防防災」

を所管する。（2001/4/1）

　■ＮＰＯと市民がまちづくり連携　住民が参加する地域主導型のまちづくりを目指し

て群馬県の高崎市は、ＮＰＯ法人「街・建築・文化再生集団」とともに、旧中山道の宿

場町として栄えた倉賀野町に地元住民との交流を目指した現地事務所を設置した。歴史

的建造物と住民とのかかわりや環境形成について、交流を

通じて調査する。（2000/11/29）

住民参加を条例で明確化する

新たな参加の仕組みをつくる
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　■市議会議員の審議会参加を辞退　長野県の上田市議会は、行政のチェック機関としての機能強

化と合わせて、市民の市政参画の機会を拡大するため、市の審議会や委員会に議員が参加すること

を原則として辞退する考えを平尾哲男市長に表明した。現在62ある審議会、委員会のうち42の機

関で、市議が「学識経験者」として委嘱されている。（2001/2/5）

　■審議会委員に幅広く住民参加進める　長野県の松本市は、審議会見直しの基準として兼務制限

をするとともに、公募委員は30％以上とし、幅広い住民の意見を行政に生かす方針。現在27％に

とどまっている女性委員の割合を各審議会とも 35％以上に引き上げる。（2000/11/27）

　■審議会委員選任に人材登録制度　埼玉県の上福岡市は、審議会などへの市民参加推進を目指し

て2001年から導入した「まちづくり人材登録制度～レインボー・ダム・システム」の受付を開始

する。より幅広い人材を委員に登用するのが狙いで、対象は市内在住または在勤の２０歳以上７０

歳未満。「福祉、保健、医療」「教育、文化」「環境、産業経済、都市整備」「行財政、コミュニティー」

の 4分野の希望に基づき委員候補を選び出す。（2001/1/3）

　■ＨＰに「県民会議室」開設　秋田県は、2001年１月から県庁の公式ホームページに、特定の

政策課題などについてインターネット上で広く意見を交わし合う「県民会議室」を開設する。県民

に限らず、県政に関心のある人ならだれでも参加できる。メールアドレスなどの個人情報を登録し

てＩＤとパスワードを取得することが必要。（2000/12/19）

　■審議会の内容、資料を積極公開へ　佐賀市は、政策立案、執行過程を透明化し、市政への市民

参加を進めるため、各種審議会などの公開の基準や方法を定めた規定を2001年1日付で施行する。

会議開催を広報誌やホームページで事前公表し、審議内容や会議資料、議事録を公開する。174の

審議会や審査会のうち、非公開情報を審議する場合や、市職員間の会議などを除き原則公開。

（2000/12/25）

　■市民千人が行政の取り組みを5段階評価　高知県の土佐清水市は、市民参加による開かれた市

政を目指す一環として市民千人を抽出し、行政の取り組みを評価してもらうことになった。「通信

簿」は福祉政策、産業振興など 12項目について 5段階で評価、記入するほか、市町村合併につい

てのアンケートも合わせて行う。（2001/3/12）

　■　「でかけます！」「いらっしゃいませ！」町長室スタート　住民との対話に力を注ぐ石川県山

中町の田中実町長は、昨年9月の初当選後に行った「いらっしゃいませ！町長室」が好評だったこ

とから、新たに町内の団体やグループの求めに応じて懇談会に出向く「でかけます！町長室」を実

施することになった。町長室を開放する「いらっしゃいませ！町長室」では、半日で３５人もの町

民が参加した。（2000/1/11）

審議会委員に広く住民を採用する

情報公開・広聴機能を強化する
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212ふるさと情報拾い読み
ＨＰ

　■8/3　函館市　「ｅスペースはこだて」入居

者募集　事業未経験の情報系起業家や学生ベン

チャーらを対象に、事務所スペースを提供する

「インキュベータ入居者募集」情報が掲載されて

います。施設名は「『ｅスペースはこだて』イン

キュベータ」で、募集室数は 3室です。

　■8/3　南茅部町　天然昆布漁解禁　「みなみ

かやべの夏到来」とのタイトルで、7月20日に

解禁となった天然昆布漁の様子が、躍動感あふ

れる写真とともに紹介されています。

　■8/3　大樹町　特集「市町村合併を考える」

　広報「たいき」8月号がアップされ、特集「市

町村合併を考える」が掲載されています。合併

論議の流れや、期待される効果と、課題、問題

点などについて解説しています。

　■ 8/3　江別市　次期総合計画の策定要領　

広報「えべつ」の 8月号がアップされ、平成16

年度をスタート年とする次期総合計画の策定要

領などを特集しています。同計画策定は、市民

の参画を重視、インターネット活用による調査

なども実施する方針のようです。

　■ 8/3　大野町　町行政改革大綱を特集　広

報「おおの」8月号がアップされ、特集として「第

2次町行政改革大綱」を公表し、10項目の改革

事項について詳しく解説しています。

　■ 8/1　生田原町　メルマガ「月刊ちゃちゃ

だより」発刊　「ちゃちゃワールド」のメールマ

ガジン「月刊ちゃちゃだより」発刊情報が掲載

されています。木のおもちゃの話題、イベント

情報などを毎月提供してくれるようです。創刊

号サンプル版が閲覧できます。

　■8/1　北広島市　緑の基本計画　平成15年

度までの策定を目指している「北広島市緑の基

本計画」ページがアップされています。今後の

スケジュールや、ワークショップ会議への参加

者募集情報などがあります。

　■ 8/3　士幌町　バランスシートで見る「ま

NEXT212NEXT212☆☆  INFORMATION INFORMATION

　地域メディア研究所は、本誌
連載の「行政評価」シリーズの
総集編『町長のための行政評価

入門講座』（Ａ4判60
ページ・定価600円）
を刊行しました。

☎ 011-761-6039

ちの台所」　広報「しほろ」8月号がアップされ、

平成12年度末現在で作成した町のバランスシー

トの解説記事が、「バランスシートで見る『まち

の台所』」とのタイトルで掲載されています。

　■7/30　福島町　イカと昆布のユニーク料理

　町特産品の「イカ」と「昆布」

を素材にした料理のレシピ集

ページが開設されています。

「イカののっけ井」「イカのマヨ

ネーズ焼き」「昆布春巻き」など

とてもユニークな 10メニュー

の作り方が紹介されています。
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NEWS
　●8/5　南部町（和

歌山県）　漫画で市

町村合併を解説

　南部町のまちづく

り塾「いきいきタウ

ンマイみなべ推進ま

ちづくり塾」は、漫画

を使って市町村合併

　● 8/1　大野村（岩手県）　モバイル実証実

験始まる

　携帯端末でイベント情報や施設の予約、健

康相談などの行政情報を提供する岩手県の

「いわてモバイル実証実験」が、大野村でス

タートした。イベントや教育、福祉などの生活

情報を希望者に提供し、10月からは、利用者

からの申し込みや問い合わせに応じる「双方

向型」のサービスも開始する。

　● 8/1　須玉町（山梨県）　家電リサイクル

費の半額を町が補助　

　家電リサイクル法の施行に伴い須玉町は、

住民税非課税者を対象に家電 4品目の収集運

搬料とリサイクル料の半額を補助する制度を

スタートさせた。不法投棄防止とともに、リサ

イクル推進と費用負担軽減が目的。制度化に

当たって当初、町民全員を対象に補助を検討

したが、法の趣旨に沿って、非課税世帯に限定

した。

　● 8/1　氷見市（富山県）　１６市町の首長

が海洋保全で連携

　日本海の海洋環境や漁業資源の保全を目指

し、氷見市など富山、石川両県の16市町の首

長による「日本海を考える会２１」が、発足し

た。97年のロシア船による重油流出事故や、生

活排水による海洋汚染、沿岸域の漁獲減少な

どを背景にした連携。今後、沿岸の他の市町村

や新潟県などにも参加を呼び掛ける。

　●7/30　徳島市　「市長となんでも対談」ス

タート

　徳島市の小池正勝市長が市民と直接対談し

て市民の声を行政に反映させる「市長となん

でも対談」が、市役所でスタートした。毎月1

回、18歳以上の対談希望者を広報誌で募集し、

5人を抽選で選ぶ方式で、初回は主婦ら4人が

1人約 20分の持ち時間で、教育、福祉などに

ついて市長と意見交換した。

　（詳細情報は事務局にお問い合わせ下さい）

を分かりやすく解説した「だれでもわかる！

みなべの市町村合併」を作成、町内全戸に配布

することになった。絵や構成などすべて塾生

による手作りで、地方自治体の財政難や行政

の効率化の必要性などを登場人物が南部弁で

語る。

　● 8/4　藤枝市（静岡県）　住民参加型で瀬

戸川水系の環境保全

　官民による瀬戸川流域委員会がまとめた河

川整備計画の最終原案によると、（1）河川の持

つ多様な自然環境の保全を図る（2）住民が気

軽に楽しめる河川空間を創出する（3）河川利

用のルール作り～を環境保全の柱とし、住民

やＮＰＯなどとの協働による、住民参加型の

川づくりに取り組む方針。

　● 8/1　仲里村・具志川村（沖縄県）　合併

による新町建設計画を承認

　久米島の仲里・具志川両村の合併について

事前協議する沖縄県市町村合併支援本部は、

両村の合併協議会が作成した新町建設計画を

承認、2002年4月の合併に向けて前進した。今

後、合併協議会で新町移行後の役場職員や議

員数、公共施設の配置など具体的な内容を協

議する。

●●

●

●

　　　

●

●

●

INFORMATION
　本誌の継続配信とバックナンバーをご
希望の場合は、下記にお問い合わせ下さ
い。（配信は無料です）
　事務局：電話 011（761）6039

　E-mail：next@com212.com
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　恵庭市・速報「中学校サッカー大会」

WEB情報の「鮮度」と「賞味期限」

最前線リポート　

　恵庭市ホームページに、市陸上競

技場などを会場に1日から3日まで開

かれている第40回北海道中学校サッ

カー大会の速報ページが開設されて

います。情報提供しているのは、大会

事務局の恵み野中学校で、「市の協力

で7月31日から8月5日まで掲載」と

あり、事務局と市がタイアップして

の期間限定ページのようです。詳し

い記載はありませんが、先生あるい

は生徒さんたちが頑張って制作して

いるのかも知れません。

　参加18校のそれぞれのチーム写真

と主将らのコメントで構成した紹介ページのほ

か、試合の組み合わせ、チームのメンバー表を

はじめ、開会式の様子や直前の各チーム主将へ

の一言インタビューなど内容は充実しており、

試合結果のページも順次アップされています。

その結果ページも、写真や、監督、主将のコメ

ントを含めて掲載、なかなかの取材体制です。

　■際立つ速報性、住民も発信源に

　この速報ページで考えさせられたことの一つ

に、自治体ホームページは、担当職員が苦労し

て制作する行政情報サイトとしてばかりでなく、

学校、団体などを巻き込んだ地域情報のポータ

ルサイトとしても、まだまだ活用の道がありそ

うだということです。今回のように、サイトの

スペースを提供し、情報を住民の手で発信して

もらうケースは、その好例ではないでしょうか。

　もうひとつ、忘れてはならないのが、WEB情

報の速報性です。今回の例を見ても、写真撮影、

試合結果の確認、コメント取材、そしてすぐアッ

プと、まるで新聞記者のような活躍ぶり。こう

したリアルタイムな情報提供は、道内自治体

ホームページでも目立ってきており、最近では、

生田原町ホームページの大雨被害の速報や、鹿

追町ホームページの「花サミット」期間中の情

報提供などが挙げられます。また中富良野町

ホームページの「ラベンダー開花情報」も頻繁

な更新を続けていましたし、羅臼町ホームペー

ジの「らうす日記」や滝上町ホームページの「渚

滑川フィッシング情報」なども長期間にわたり、

次々と新しい情報が提供されています。

　自治体サイト上で、「情報の鮮度」を維持しつ

づけることは大変でしょうか、「冷凍もの」や「賞

味期限切れ」ばかりでは、顧客は逃げてしまい

ます。中学校が自治体サイトで発信する今回の

速報は、かなりの労力をかけているにもかかわ

らず、「賞味期限」はわずか6日間。それだけに

鮮度は抜群です。

（2001/08/02　典）
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　●首都機能移転Ｑ＆Ａ～首都機能移転の概

要がよくわかる　国土庁大都市圏整備局編、

大蔵省印刷局刊。1400円、2000年11月発行。

　●日本の首都を創る～地方分権とともに　

「首都移転は暴挙、東京改造」も難しい、とす

る建築家が、東京湾岸に自治体の枠を超えた

「新首都構想」を描く。岡田新一著、オーエス

プランナーズ刊。3800円、2000年 3月発行。

　●早わかり首都機能移転の歩みと展望　首

都機能移転をめぐる経緯を国会等移転審議会

の作業結果とともに紹介。国土庁大都市圏整

備局首都機能移転企画課監修、首都機能移転

政策研究会編著、大成出版社刊。1800円、2000

年 3月発行。

　●「首都移転」を考える　不破哲三著、新日

本出版社刊。800円、2000年 2月発行。

　●これからどうなる 21～予測・主張・夢　

岩波書店編集部編、岩波書店刊。1900円、2000

年 1月発行。

　●「ＮＯ」首都移転～新都建設は欺瞞である

DATADATADATADATADATA

BOOKBOOKBOOKBOOKBOOK 【首都機能移転関連図書】

家電不法投棄は減らせるか？

　首都移転で東京の混雑が緩和され、地方が

振興されるのか。賛成派、反対派、東京都民の

疑問に答える。市川宏雄著、光文社刊。1200

円、99年 12月発行。

　●そうか、日本はこう変わるのか！～徹底

図解「これから１０年」　田中慎典・木庭貴和

著、こう書房刊。1400円、98年 10月発行。

　●首都移転～美しい防災都市を造ろう　川

井健太郎著、日本図書刊行会刊。1600円、98

年 8月発行。

　●首都移転が日本を救う～地球時代の新し

い文明の創造　東北経済連合会編、小学館刊。

1400円、98年 5月発行。

INFORMATION
　次回・第 48号は都合により 8月 20日
の発行とし、13日は休刊といたします。
　「自治体北南」「212ふるさと情報」な
どの最新情報は、WEB版でどうぞ。
　　　　　　　　　　　　　　　事務局
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北海道 全　国

　今年4月の家電リサイクル法施行に伴い廃家電製品の不法投棄問題が浮上したが、環境省が調査

した全国279自治体では、5、6月と減少傾向を見せている。北海道（22市町村）も同様の傾向だ

が、依然として前年度を上回っている。また、2000年 4月を 100として比較すると、北海道にお

ける急増ぶりが群を抜いている。


